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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第61期

第２四半期連結
累計期間

第62期
第２四半期連結
累計期間

第61期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （千円） 31,273,136 33,604,626 69,295,197

経常利益 （千円） 1,602,325 1,697,913 3,633,512

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 975,544 1,001,077 2,180,925

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,175,362 912,273 2,486,143

純資産額 （千円） 17,294,895 18,774,269 18,475,569

総資産額 （千円） 36,115,210 38,916,221 41,394,085

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 112.55 117.43 251.61

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 44.45 45.00 41.52

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 641,954 1,808,664 1,942,372

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △7,289 △269,900 △319,071

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △266,750 △613,573 △496,857

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（千円） 7,740,905 9,424,625 8,499,434

 

回次
第61期

第２四半期連結
会計期間

第62期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成26年
　７月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　７月１日
至平成27年
　９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 65.97 61.59

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、政府・日銀による景気主導の各種政策や、円安、原油安によっ

て企業収益の改善が継続し、緩やかな回復基調で推移した一方、中国や新興国の経済減速による海外景気の下振れ懸

念等から先行きは不透明な状況となっております。

　このような状況の下、当社グループは、引き続き収益基盤の強化に注力するとともに、新エリアへの販売開拓の強

化、環境ビジネスの販売力・提案力強化に向けた取り組みを推進してまいりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間における連結成績は、再生可能エネルギー発電事業を除く全てのセグメントで

前期を上回る売上高となり、売上高336億４百万円（前年同四半期比7.5％増）、経常利益16億97百万円（前年同四半

期比6.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、10億１百万円（前年同四半期比2.6％増）となりました。

　セグメント別の業績は、次のとおりであります。

(電設資材)

　再生可能エネルギー固定価格買取制度の大幅引下げで懸念された太陽光発電関連商材の販売の落込みが小幅に留ま

り、件名受注が好調に推移し、施設照明・電線・配線材等の電設資材が伸長したことから前期を上回る売上高となり

ました。この結果、売上高は174億30百万円(前年同四半期比5.9％増)となりました。

（産業システム）

　機器制御は、半導体関連企業を中心とした主要顧客の設備投資が持ち直したことや医療機器関連設備投資の受注か

ら、前期を上回る売上高となりました。設備システムは、省エネ設備や航空機関連産業の設備投資案件が伸長したこ

とから、前期を上回る売上高となりました。情報システムは、前期にあった学校パソコン教室の大型更新案件の反動

から前期を下回る売上高となりました。この結果、売上高は58億82百万円（前年同期比4.6％増）となりました。

（施工）

　建設資材工事は、大型案件を含め引合い件数が活発化し、受注高が伸長しました。総合建築工事は、建築案件の完

工高が前期を上回るとともに、太陽光発電の直需工事が順調に進んだことから、前期を上回る売上高となりました。

コンクリート圧送工事については、第２四半期の新規建設案件受注の減少から前期を下回る売上高となりました。こ

の結果、売上高は71億90百万円（前年同期比12.5％増）となりました。

（土木建設機械）

　土木建設機械は、メンテナンスサービスが前期を若干下回り、レンタル事業も前期を下回る売上高となりました

が、新車・中古車販売が前期を上回る売上高となりました。この結果、売上高は、28億65百万円（前年同期比12.1％

増）となりました。

（再生可能エネルギー発電）

　栃木県内４ヶ所のメガソーラー発電施設に加え、栃木県屋根貸し事業による県営平松本町住宅外３ヶ所及び足利営

業所の売電も開始し、太陽光発電設備の最大出力数は770kW増加いたしましたが、売電収入は天候の影響から前期を

下回りました。この結果、売上高は２億35百万円（前年同期比2.6％減）となりました。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末より９億25

百万円増加し、94億24百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の収入は、18億８百万円（前年同四半期は６億41百万円の

収入）となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益に加え、売上債権の減少が、仕入債務の減少を上回った

ことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の支出は、２億69百万円（前年同四半期は７百万円の支

出）となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の支出は、６億13百万円（前年同四半期は２億66百万円の

支出）となりました。これは主に自己株式の取得及び配当金の支払によるものであります。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株)
(平成27年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,010,000 10,010,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数　　　　100株

計 10,010,000 10,010,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
　－ 10,010,000 　－ 1,883,650 　－ 2,065,090
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

藤井産業㈱ 栃木県宇都宮市平出工業団地41－３ 1,542 15.41

藤井　昌一 栃木県宇都宮市 965 9.65

藤和興業㈱ 栃木県宇都宮市平出工業団地41－３ 865 8.65

藤井産業取引先持株会 栃木県宇都宮市平出工業団地41－３ 711 7.11

藤井　幸子 栃木県宇都宮市 610 6.10

㈱足利銀行 栃木県宇都宮市桜４－１－25 394 3.94

小林　保子 東京都目黒区 386 3.86

藤井産業社員持株会 栃木県宇都宮市平出工業団地41－３ 348 3.48

花咲　恵子 栃木県宇都宮市 327 3.27

㈱群馬銀行 群馬県前橋市元総社町194番地 308 3.08

計 － 6,459 64.53

 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 1,542,100
－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,466,100 84,661 同上

単元未満株式 普通株式　   1,800 － 同上

発行済株式総数 10,010,000 － －

総株主の議決権 － 84,661 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式97株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

藤井産業㈱
栃木県宇都宮市

平出工業団地41－３
1,542,100 － 1,542,100 15.41

計 － 1,542,100 － 1,542,100 15.41

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,499,434 9,424,625

受取手形及び売掛金 19,270,218 16,364,951

商品 2,314,593 2,014,033

未成工事支出金 689,151 668,661

原材料及び貯蔵品 2,025 1,621

その他 560,293 582,976

貸倒引当金 △126,363 △107,646

流動資産合計 31,209,353 28,949,222

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,762,971 1,712,841

土地 2,911,797 2,911,797

その他（純額） 2,039,382 2,053,686

有形固定資産合計 6,714,150 6,678,325

無形固定資産 107,209 97,168

投資その他の資産   

投資有価証券 2,451,937 2,272,919

その他 1,146,334 1,162,565

貸倒引当金 △234,899 △243,979

投資その他の資産合計 3,363,371 3,191,505

固定資産合計 10,184,731 9,966,998

資産合計 41,394,085 38,916,221
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,760,601 13,190,481

短期借入金 2,700,000 2,700,000

未払法人税等 557,114 645,219

賞与引当金 752,900 633,142

役員賞与引当金 131,600 63,020

その他 1,575,604 1,499,592

流動負債合計 21,477,820 18,731,455

固定負債   

役員退職慰労引当金 271,466 283,039

退職給付に係る負債 811,347 835,703

その他 357,881 291,753

固定負債合計 1,440,695 1,410,496

負債合計 22,918,515 20,141,951

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,883,650 1,883,650

資本剰余金 2,065,090 2,065,090

利益剰余金 13,368,759 14,066,463

自己株式 △674,172 △948,372

株主資本合計 16,643,326 17,066,830

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 528,602 437,210

退職給付に係る調整累計額 14,895 11,565

その他の包括利益累計額合計 543,498 448,775

非支配株主持分 1,288,744 1,258,663

純資産合計 18,475,569 18,774,269

負債純資産合計 41,394,085 38,916,221
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 31,273,136 33,604,626

売上原価 26,321,456 28,335,239

売上総利益 4,951,680 5,269,387

販売費及び一般管理費 ※ 3,632,452 ※ 3,825,979

営業利益 1,319,227 1,443,408

営業外収益   

受取利息 5,001 3,858

受取配当金 24,911 25,801

仕入割引 155,228 153,286

受取賃貸料 25,085 26,523

持分法による投資利益 2,697 22,571

貸倒引当金戻入額 32,321 9,614

その他 92,929 46,997

営業外収益合計 338,175 288,652

営業外費用   

支払利息 7,718 6,833

売上割引 11,834 11,874

賃貸費用 10,812 9,762

支払補償費 20,000 －

その他 4,711 5,675

営業外費用合計 55,078 34,147

経常利益 1,602,325 1,697,913

特別利益   

固定資産売却益 61,980 －

特別利益合計 61,980 －

特別損失   

減損損失 5,710 －

特別損失合計 5,710 －

税金等調整前四半期純利益 1,658,595 1,697,913

法人税等 620,133 644,117

四半期純利益 1,038,462 1,053,795

非支配株主に帰属する四半期純利益 62,918 52,718

親会社株主に帰属する四半期純利益 975,544 1,001,077
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益 1,038,462 1,053,795

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 138,066 △135,228

退職給付に係る調整額 △4,430 △3,330

持分法適用会社に対する持分相当額 3,264 △2,963

その他の包括利益合計 136,900 △141,522

四半期包括利益 1,175,362 912,273

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,082,748 906,353

非支配株主に係る四半期包括利益 92,613 5,919
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,658,595 1,697,913

減価償却費 184,095 204,777

有形固定資産売却損益（△は益） △61,980 －

減損損失 5,710 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △35,002 △9,637

賞与引当金の増減額（△は減少） △179,982 △119,758

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △64,100 △68,580

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 9,207 19,457

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △6,676 11,573

受取利息及び受取配当金 △29,913 △29,659

支払利息 7,718 6,833

持分法による投資損益（△は益） △2,697 △22,571

売上債権の増減額（△は増加） 4,426,956 2,905,267

たな卸資産の増減額（△は増加） △824,342 321,453

仕入債務の増減額（△は減少） △3,074,443 △2,570,119

その他の流動負債の増減額（△は減少） △371,612 47,321

その他 13,847 △56,163

小計 1,655,380 2,338,107

利息及び配当金の受取額 31,042 30,811

利息の支払額 △7,744 △6,753

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,036,723 △553,500

営業活動によるキャッシュ・フロー 641,954 1,808,664

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △150,728 △255,893

有形固定資産の売却による収入 139,594 1,112

投資有価証券の取得による支出 △7,068 △7,980

無形固定資産の取得による支出 － △9,758

その他 10,912 2,620

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,289 △269,900

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △242,702 △303,373

非支配株主への配当金の支払額 △24,000 △36,000

自己株式の取得による支出 △48 △274,200

財務活動によるキャッシュ・フロー △266,750 △613,573

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 367,914 925,191

現金及び現金同等物の期首残高 7,372,990 8,499,434

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 7,740,905 ※ 9,424,625
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に係

るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範囲の変動を

伴う子会社株式の取得関連費用若しくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に関連して生じた

費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する方法に変更してお

ります。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。

　これによる当第２四半期連結累計期間の損益への影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

従業員給与手当 1,444,213千円 1,493,313千円

賞与引当金繰入額 516,906 552,331

役員賞与引当金繰入額 54,500 63,020

退職給付費用 29,160 30,747

確定拠出年金掛金 52,525 56,752

役員退職慰労引当金繰入額 15,355 15,653

減価償却費 81,280 89,040

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 7,740,905千円 9,424,625千円

現金及び現金同等物 7,740,905 9,424,625
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

配当に関する事項

　（１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 242,702 28 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

 

　（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月13日

取締役会
普通株式 130,018 15 平成26年９月30日 平成26年11月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

配当に関する事項

　（１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 303,373 35 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

　（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月12日

取締役会
普通株式 127,017 15 平成27年９月30日 平成27年11月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

 電設資材 産業システム 施工 土木建設機械
再生可能エネ
ルギー発電

合計

売上高       

外部顧客への売上高 16,462,449 5,621,637 6,392,175 2,555,174 241,700 31,273,136

セグメント間の内部
売上高又は振替高

6,310 21,759 27,797 3,717 － 59,584

計 16,468,759 5,643,396 6,419,972 2,558,891 241,700 31,332,720

セグメント利益 686,024 239,159 365,499 212,458 144,565 1,647,708

 
 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,647,708

持分法による投資利益 2,697

配賦不能全社損益（注） △48,796

その他の調整額 716

四半期連結損益計算書の経常利益 1,602,325

（注）配賦不能全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない当社本部・管理部門の一般管理費及び営業外

損益であります。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

 電設資材 産業システム 施工 土木建設機械
再生可能エネ
ルギー発電

合計

売上高       

外部顧客への売上高 17,430,657 5,882,950 7,190,121 2,865,517 235,379 33,604,626

セグメント間の内部
売上高又は振替高

7,088 24,934 1,472 1,459 － 34,954

計 17,437,746 5,907,885 7,191,593 2,866,976 235,379 33,639,581

セグメント利益 700,454 223,653 510,971 177,549 128,320 1,740,949

 
 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,740,949

持分法による投資利益 22,571

配賦不能全社損益（注） △67,198

その他の調整額 1,590

四半期連結損益計算書の経常利益 1,697,913

（注）配賦不能全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない当社本部・管理部門の一般管理費及び営業外

損益であります。
 
３．報告セグメントの変更等に関する事項

　第１四半期連結会計期間より、屋根上設置の小規模太陽光発電設備が追加されたことや多様化する再生

可能エネルギーに今後対応するため、報告セグメントを従来の「メガソーラー発電」から「再生可能エネ

ルギー発電」に名称を変更しております。なお、セグメント情報に与える影響はありません。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメント区分に基づき作成した

ものを開示しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益 112円55銭 117円43銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 975,544 1,001,077

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
975,544 1,001,077

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,667 8,524

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成27年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………127,017千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年11月30日

　（注）　平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

藤井産業株式会社(E02747)

四半期報告書

19/20



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月12日

藤井産業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松田　道春　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　正伸　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている藤井産業株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、藤井産業株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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